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議
論
の
背
景
と
政
府
の
取
り
組
み

　

わ
が
国
で
は
、
2
0
2
0
年
半
ば
以
降
、

国
際
金
融
都
市
の
実
現
に
向
け
た
議
論
が

活
発
化
し
て
い
る
。
こ
の
背
景
に
は
、
ア

ジ
ア
で
国
際
金
融
都
市
の
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ

ー
だ
っ
た
香
港
に
お
い
て
、「
逃
亡
犯
条

例
」
改
正
（
19
年
）
や
中
国
の
「
香
港
国

家
安
全
維
持
法
」
採
択
・
施
行
（
20
年
）

に
対
す
る
デ
モ
が
拡
大
し
て
、
社
会
的
混

乱
が
発
生
し
、
先
行
き
不
透
明
感
が
高
ま

っ
た
こ
と
が
あ
る
。
実
際
、
英
国
の
シ
ン

ク
タ
ン
ク
で
あ
るZ/Yen G

roup

が
公

表
し
て
い
る「
国
際
金
融
セ
ン
タ
ー
指
数
」

（
G
F
C
I
）
を
見
る
と
、
20
年
3
月
に
、

そ
れ
ま
で
ア
ジ
ア
最
上
位
の
3
位
だ
っ
た

香
港
が
6
位
に
順
位
を
落
と
し
、
代
わ
り

に
、
東
京
が
3
位
に
上
昇
し
た
。
ま
た
、

大
阪
府
・
大
阪
市
や
福
岡
市
と
い
っ
た
東

京
以
外
の
地
方
自
治
体
も
国
際
金
融
都
市

を
目
指
す
、
あ
る
い
は
国
際
金
融
機
能
を

誘
致
す
る
方
針
を
示
し
、
そ
の
実
現
に
向

け
た
施
策
の
策
定
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

こ
れ
ま
で
の
わ
が
国
に
お
け
る
国
際
金
融

都
市
の
議
論
は
政
府
や
東
京
都
が
主
導
し

て
き
て
お
り
、
地
方
自
治
体
が
独
自
に
施

策
を
検
討
し
て
い
る
点
は
、
今
回
の
動
き

の
大
き
な
特
徴
と
言
え
る
。

　

政
府
の
動
き
を
見
る
と
、
20
年
7
月
の

経
済
財
政
運
営
の
基
本
方
針
「
骨
太
の
方

針
」
に
お
い
て
「
世
界
・
ア
ジ
ア
の
国
際

金
融
ハ
ブ
と
し
て
の
国
際
金
融
都
市
」
の

確
立
を
目
指
す
こ
と
が
明
記
さ
れ
、
同
年

の
成
長
戦
略
実
行
計
画
の
検
討
課
題
の
一

つ
に
「
国
際
金
融
ハ
ブ
の
実
現
」
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
そ
の
後
、
同
年
12
月
に
閣
議

決
定
し
た
追
加
経
済
対
策
に
お
い
て
①
法

人
税
・
相
続
税
・
個
人
所
得
税
に
つ
い
て

の
改
正
・
明
確
化
②
海
外
運
用
業
者
向
け

の
簡
素
な
参
入
手
続
き
の
創
設
を
含
む
規

制
対
応
③
「
高
度
専
門
職
」
な
ど
の
在
留

資
格
の
利
便
性
向
上
─
な
ど
の
措
置
が
取

り
上
げ
ら
れ
、
順
次
実
現
し
て
い
る
。
ま

た
、21
年
初
に
金
融
庁
が
立
ち
上
げ
た「
サ

ス
テ
ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
有
識
者
会

議
」
で
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
実

質
ゼ
ロ
と
い
う
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

に
向
け
た
金
融
機
関
や
金
融
市
場
の
役
割

が
議
論
さ
れ
、
6
月
に
公
表
さ
れ
た
成
長

戦
略
実
行
計
画
に
お
い
て
、
環
境
問
題
改

活
発
化
す
る
国
際
金
融
都
市
の
議
論

都
市
間
連
携
を
強
化
、国
策
と
し
て
一
層
の
推
進
を

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部

金
融
リ
サ
ー
チ
セ
ン
タ
ー
主
任
研
究
員

野
村
拓
也

解 説

　
わ
が
国
で
は
、
1
9
8
0
年
代
初
頭
か
ら
、
政
府
を
中
心
に
国
際
金
融
都
市
の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
が
推
進
さ
れ

て
き
た
が
、
近
年
で
は
東
京
の
み
な
ら
ず
、
大
阪
や
福
岡
と
い
っ
た
都
市
が
独
自
の
施
策
を
検
討
す
る
動
き
が
見
ら
れ
る
。

一
方
、
世
界
を
見
渡
す
と
、
欧
米
の
都
市
に
加
え
て
、
香
港
や
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
上
海
と
い
っ
た
ア
ジ
ア
の
都
市
が
、「
金

融
の
ハ
ブ
」
と
し
て
台
頭
し
て
い
る
。
そ
こ
で
本
稿
で
は
、
日
本
の
各
都
市
が
検
討
し
て
い
る
取
り
組
み
を
整
理
し
た
上

で
、
他
国
の
取
り
組
み
と
の
比
較
な
ど
を
通
じ
て
そ
の
効
果
を
分
析
・
評
価
し
、
今
後
求
め
ら
れ
る
施
策
を
考
察
す
る
。

の
む
ら
・
た
く
や　
01
年
4
月
に
三

井
住
友
銀
行
入
行
。日
本
総
合
研
究

所
調
査
部
マ
ク
ロ
経
済
研
究
セ
ン
タ

ー
、在
米
日
本
大
使
館
財
務
班（
ワ
シ

ン
ト
ン
D
C
）、三
井
住
友
銀
行
経
営

企
画
部
金
融
調
査
室（
ニ
ュ
ー
ヨ
ー

ク
）、経
済
同
友
会
政
策
調
査
部
を
経

て
、20
年
4
月
よ
り
現
職
。専
門
分
野

は
金
融
全
般
お
よ
び
内
外
マ
ク
ロ
経

済
で
、現
在
の
注
力
テ
ー
マ
は
金
融

機
関
を
取
り
巻
く
業
務
環
境
や
規
制

動
向
、内
外
金
融
機
関
戦
略
。

　



15 2022.1.13［木］　金融財政ビジネス　第3種郵便物認可

善
に
資
す
る
事
業
の
た
め
に
発
行
さ
れ
る

「
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
」（
環
境
債
）
等
が
活

発
に
取
引
さ
れ
る
「
グ
リ
ー
ン
国
際
金
融

セ
ン
タ
ー
」
を
目
指
す
方
向
性
が
示
さ
れ

た
。東

京
都
の
取
り
組
み

　

国
際
金
融
都
市
の
実
現
に
向
け
た
政
府

の
取
り
組
み
を
受
け
て
、
地
方
自
治
体
の

動
き
も
活
発
化
し
て
い
る
。
ま
ず
、
東
京

都
は
、
20
年
11
月
に
「
国
際
金
融
都
市
・

東
京
」
構
想
に
関
す
る
有
識
者
懇
談
会
を

立
ち
上
げ
た
。
こ
の
懇
談
会
で
は
、
国
内

金
融
市
場
活
性
化
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
（
外

国
企
業
・
人
材
誘
致
）、
ア
ウ
ト
バ
ウ
ン

ド
（
海
外
顧
客
拡
大
）、
デ
ジ
タ
ラ
イ
ゼ

ー
シ
ョ
ン
、
役
割
明
確
化
・
分
担
な
ど
の

論
点
と
、
投
資
家
、
資
金
の
つ
な
ぎ
手
、

投
資
先
、
イ
ン
フ
ラ
と
い
う
四
つ
の
金
融

主
体
・
機
能
か
ら
、
取
り
組
む
べ
き
課
題

を
マ
ッ
ピ
ン
グ
し
、
そ
の
中
か
ら
最
優
先

分
野
を
抽
出
す
る
形
で
議
論
を
進
め
た
。

そ
し
て
、
21
年
7
月
に
は
①
社
会
的
課
題

の
解
決
に
貢
献
す
る
分
厚
い
金
融
市
場
の

構
築
②
フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
（
金
融
と
I
T
を

融
合
さ
せ
た
新
サ
ー
ビ
ス
）
の
活
用
等
に

よ
る
金
融
の
デ
ジ
タ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
③

資
産
運
用
業
者
を
は
じ
め
と
す
る
多
様
な

金
融
関
連
プ
レ
ー
ヤ
ー
の
集
積
─
と
い
う

三
つ
の
施
策
分
野
を
軸
と
し
た
新
構
想
案

を
公
表
し
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
（
意

見
公
募
）
を
経
て
、
11
月
に
原
案
通
り
三

つ
の
分
野
に
フ
ォ
ー
カ
ス
し
、
そ
れ
ぞ
れ

具
体
的
施
策
と
重
要
業
績
評
価
指
標

（
K
P
I
）を
示
し
た「『
国
際
金
融
都
市
・

東
京
』
構
想
2
・
0
」
を
公
表
し
た
（
図

表
1
）。

　

前
述
の
①
に
関
連
す
る
グ
リ
ー
ン
フ
ァ

イ
ナ
ン
ス
市
場
関
係
の
取
り
組
み
に
は
、

21
年
6
月
に
別
途
開
催
さ
れ
た「『Tokyo 

G
reen Finance M

arket

（
仮
称
）』
の

実
現
に
向
け
た
検
討
委
員
会
」
に
よ
る
提

言
を
踏
ま
え
た
施
策
が
盛
り
込
ま
れ
た
ほ

か
、
10
月
に
は
①
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
等
の

発
行
に
係
る
外
部
評
価
等
の
費
用
に
対
す

る
環
境
省
の
補
助
金
と
併
用
可
能
な
補
助

金
制
度
②
グ
リ
ー
ン
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
に
取

り
組
む
外
資
系
資
産
運
用
会
社
や
フ
ィ
ン

テ
ッ
ク
企
業
の
東
京
進
出
に
対
す
る
補
助

金
お
よ
び
広
報
・
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ

等
が
含
ま
れ
る
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
─
を
開

始
し
て
い
る
。

　

都
の
新
構
想
2
・
0
は
、
注
力
分
野
を

特
定
し
、
そ
れ
ぞ
れ
K
P
I
を
設
定
し
て

い
る
こ
と
か
ら
、
総
花
的
だ
っ
た
旧
構
想

と
比
較
し
て
、
よ
り
実
践
的
な
内
容
と
言

え
る
。
も
っ
と
も
、
施
策
の
中
身
は
、
必

ず
し
も
目
新
し
い
と
は
言
え
ず
、
K
P
I

の
目
標
水
準
の
妥
当
性
に
も
疑
問
が
残
る
。

例
え
ば
、
K
P
I
の
一
つ
で
あ
る
国
内
公

募
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
の
発
行
額
は
、
25
年

に
1
・
6
兆
円
と
、
20
年
か
ら
の
倍
増
が

目
標
と
な
っ
て
い
る
が
、
C
B
I
（
気
候

債
券
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
）
に
よ
れ
ば
、
世
界

の
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
発
行
額
は
、
20
年
の

32
・
7
兆
円
か
ら
25
年
の
5
5
0
兆
円
ま

で
増
加
す
る
見
込
み
で
あ
る
。
こ
れ
ら
を

ベ
ー
ス
に
、
都
の
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
発
行

額
の
世
界
全
体
に
対
す
る
シ
ェ
ア
を
試
算

す
る
と
、
現
行
の
2
・
5
％
か
ら
0
・
3

％
に
低
下
し
て
し
ま
い
、
国
際
金
融
都
市

の
実
現
に
資
す
る
も
の
と
は
言
い
難
い
。

特
に
、
国
連
気
候
変
動
枠
組
み
条
約
第
26

回
締
約
国
会
議
（
C
O
P
26
）
が
開
催
さ

れ
、
世
界
的
に
も
注
目
さ
れ
る
タ
イ
ミ
ン

グ
で
公
表
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
国

際
金
融
都
市
の
実
現
に
向
け
た
施
策
と
し

て
は
、
イ
ン
パ
ク
ト
に
欠
け
る
も
の
と
捉

え
ら
れ
か
ね
な
い
。

大
阪
と
福
岡
の
取
り
組
み

　

大
阪
府
と
大
阪
市
は
21
年
3
月
に
、
行

政
機
関
、
経
済
団
体
、
金
融
機
関
や
証
券

取
引
所
等
の
民
間
事
業
者
で
構
成
さ
れ
る

「
国
際
金
融
都
市
O
S
A
K
A
推
進
委
員

会
」
を
立
ち
上
げ
、
21
年
度
末
に
向
け
て

具
体
的
な
戦
略
を
策
定
す
る
方
針
を
示
し
、

9
月
に
①
大
阪
・
関
西
万
博
を
契
機
と
し

た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
に
資
金
流
入
す
る
仕

組
み
や
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
に
対
す

る
資
金
調
達
機
能
な
ど
が
備
わ
っ
た
「
金

融
を
テ
コ
に
発
展
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
都

市
」
②
先
駆
的
な
商
品
ラ
イ
ン
ア
ッ
プ
の

あ
る
ア
ジ
ア
随
一
の
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
（
金

融
派
生
商
品
）
市
場
や
、
S
D
G
s
（
持

社会的
課題の
解決

グリーンファイナンス市場の発展

参加プレーヤーの裾野拡大

情報発信とESG人材の育成

フィンテック企業誘致/成長支援等

資金のつなぎ手のデジタル化促進

キャッシュレス化の促進

資産運用業者等の誘致推進

資産運用業者創業/成長支援

金融系人材育成・リテラシー向上

情報プラットフォーム整備

中小企業の利用促進

関連高度人材の誘致・育成

都出資ファンドによる支援

各種申請/報告等電子化

都立施設キャッシュレス化

外国企業の資金調達促進

EMP（育成プログラム）推進

大学等のプログラム活用

•サステナブル投資残高のシェア（対世界）
　＜8.1％/10％/15％＞
•国内公募グリーンボンド発行金額
　＜0.8兆円/1.6兆円/3.0兆円＞

•フィンテック企業数
　＜94社/200社/400社＞
•キャッシュレス決済比率
　＜21.6％（2014年）/50％/80％＞

•資産運用業者数
　＜374社/600社/900社＞
•フィンテック企業数（再掲）
　＜94社/200社/400社＞

デジタル化
の推進

目標 具体的施策（一例） 関連KPI＜20年実績/25年目標/30年目標＞

プレーヤー
の集積

（出所）東京都の資料を基に日本総合研究所作成

〈図表1〉「国際金融都市・東京」構想2.0の全体像
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続
可
能
な
開
発
目
標
）
債
を
企
業
が
積
極

的
に
発
行
す
る
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
市
場
を
有
す
る
「
金
融
の
フ
ロ
ン
ト

ラ
ン
ナ
ー
都
市
」、
と
い
う
二
つ
の
都
市

像
を
目
指
す
戦
略
骨
子
を
公
表
し
た
（
図

表
2
）。
同
委
で
は
、
特
に
注
力
す
べ
き

テ
ー
マ
と
し
て
、
E
S
G
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
、

レ
ジ
リ
エ
ン
ス
（
強き

ょ
う
じ
ん靱
性
）
向
上
、
地
域

活
性
化
を
掲
げ
て
お
り
、
テ
ー
マ
別
の
部

会
を
設
置
し
て
、
具
体
的
な
施
策
に
つ
い

て
議
論
を
進
め
て
い
る
。

　

9
月
に
公
表
さ
れ
た
戦
略
骨
子
は
、
あ

く
ま
で
最
終
的
な
戦
略
に
向
け
た
方
向
性

と
い
う
位
置
付
け
で
あ
る
た
め
、
具
体
性

に
乏
し
い
面
は
否
め
な
い
が
、
25
年
の
大

阪
・
関
西
万
博
や
大
阪
に
取
引
が
集
中
し

て
い
る
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
市
場
な
ど
、
大
阪

の
特
徴
を
生
か
す
と
い
う
方
針
は
読
み
取

れ
る
内
容
に
な
っ
て
い
る
。
今
後
は
、
注

力
テ
ー
マ
に
つ
い
て
①
近
年
の
国
際
的
な

潮
流
に
後
れ
を
取
ら
な
い
よ
う
な
サ
ス
テ

ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
市
場
を
ど
う
形
作

る
の
か
②
東
京
の
代
替
・
補
完
機
能
と
い

う
役
割
を
ど
の
よ
う
な
形
で
果
た
す
の
か

③
地
域
経
済
に
お
け
る
新
た
な
成
長
の
軸

を
ど
の
よ
う
に
生
み
出
す
の
か
─
と
い
っ

た
観
点
で
、
実
践
的
か
つ
効
果
的
な
取
り

組
み
を
ど
れ
だ
け
打
ち
出
せ
る
か
が
ポ
イ

ン
ト
に
な
る
。
ま
た
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

支
援
、
金
融
人
材
育
成
や
金
融
教
育
、
住

環
境
の
整
備
な
ど
、
他
の
金
融
都
市
も
取

り
組
ん
で
い
る
分
野
に
つ
い
て
は
、
他
都

市
と
比
較
し
て
エ
ッ
ジ
の
効
い
た
施
策
を

打
ち
出
せ
る
か
が
課
題
と
な
ろ
う
。

　

福
岡
市
で
は
20
年
9
月
、
国
際
金
融
機

能
の
誘
致
を
目
的
に
、
行
政
機
関
、
経
済

団
体
、
主
に
福
岡
を
地
盤
と
す
る
民
間
事

業
者
で
構
成
さ
れ
る
連
携
組
織
「TEAM

 

FU
KU
O
KA

」
を
発
足
さ
せ
た
。
こ
れ

ま
で
の
会
合
で
は
①
国
際
競
争
力
の
あ
る

制
度
の
構
築
②
快
適
な
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の

提
供
③
快
適
な
生
活
環
境
の
提
供
④
プ
ロ

モ
ー
シ
ョ
ン
活
動
の
推
進
─
と
い
っ
た
課

題
を
取
り
ま
と
め
、
21
年
4
月
開
催
の
総

会
に
お
い
て
、
今
後
の
取
り
組
み
に
係
る

方
向
性
を
決
議
し
た
（
図
表
3
）。
そ
の

上
で
、
5
月
に
は
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
、
調

査
・
分
析
業
務
を
、
6
月
に
は
広
報
資
材

制
作
業
務
を
委
託
業
務
と
し
て
入
札
に
か

け
、
外
部
業
者
を
選
定
し
た
。
戦
略
の
具

体
的
な
内
容
は
現
時
点
で
公
表
さ
れ
て
い

な
い
が
、TEAM

 FU
KU
O
KA

は
、
実

績
の
一
部
と
し
て
、
海
外
資
産
運
用
業
者

の
誘
致
や
、
市
に
よ
る
初
の
グ
リ
ー
ン
ボ

ン
ド
の
発
行
決
定
を
公
表
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
福
岡
市
が
誘
致
し
た
金
融
機

関
3
社
は
、
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
運
用
会
社
、

プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
キ
ャ
ピ
タ
ル
投
資
に
係
る

オ
ン
ラ
イ
ン
・
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
運
営

会
社
、
高
速
取
引
会
社
と
、
そ
の
業
態
に

一
貫
性
は
見
ら
れ
な
い
。
一
方
、
世
界
の

金
融
都
市
を
見
渡
す
と
、
資
産
運
用
、
デ

リ
バ
テ
ィ
ブ
、
暗
号
資
産
（
仮
想
通
貨
）

な
ど
、
強
化
す
べ
き
特
定
の
機
能
を
明
ら

か
に
し
た
上
で
、
関
連
企
業
を
集
積
さ
せ

て
国
際
的
な
プ
レ
ゼ
ン
ス
（
存
在
感
）
を

確
保
し
て
い
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。
今
後
は
、

福
岡
市
と
し
て
、
強
化
す
る
金
融
機
能
を

明
ら
か
に
し
て
、
そ
の
方
向
性
に
沿
っ
た

海
外
企
業
の
誘
致
戦
略
を
立
て
る
こ
と
が

肝
要
で
あ
ろ
う
。

グ
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
と
金
融
特
区

　

以
上
の
よ
う
に
、
政
府
お
よ
び
地
方
自

治
体
は
、
国
際
金
融
都
市
の
実
現
に
向
け

て
各
種
施
策
を
導
入
し
、
今
後
の
戦
略
も

順
次
策
定
し
て
い
く
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

も
っ
と
も
、
20
年
3
月
以
降
の
G
F
C
I

の
動
き
を
見
る
と
、
各
都
市
と
も
そ
の
評

価
が
芳
し
い
と
は
言
い
難
い
。
具
体
的
に
、

東
京
の
G
F
C
I
は
、
3
位
を
付
け
た
後

に
急
落
し
、
直
近
（
21
年
9
月
）
で
は
9

位
と
、ア
ジ
ア
内
で
5
番
手
ま
で
低
下（
図

表
4
）。
ま
た
、
大
阪
も
一
時
30
位
台
ま

目指す国際金融都市像と重点取り組み 
①アジア・世界の活力を呼び込み「金融をテコに発展するグローバル都市」 
•魅力的なまちづくりに向けた金融面からの推進
•スタートアップおよび地域活性化のための多様な資金調達の支援
②先駆けた取組みで世界に挑戦する「金融のフロントランナー都市」 
•エッジの効いた先駆的な金融商品・市場の形成
•サステナブルファイナンス先進都市に向けた取り組み
①・②共通 
•外国人にとっても魅力的な住環境の整備
•国内外から企業・人を引きつけるビジネス環境の整備
•情報発信・プロモーション
戦略の取り組み期間等 
•最終年度（2050年）を見据えて、短期（2025年）、中期（2030年）の期間を設定
•重点取り組みごとのKPIについて、年度末の戦略策定に向け検討（計測可能な指標を選択）

 
 
•レジリエンス向上の観点による拠点機能の強化
•国内の金融市場の活性化
 
•金融サービスに関する規制の見直しに向けた働き掛け
•金融分野における高度人材の育成
 
•海外との連携
•大阪府市による先駆けたインパクトのある取り組み

（出所）国際金融都市OSAKA推進委員会の資料を基に日本総合研究所作成

〈図表2〉国際金融都市OSAKA推進委員会 戦略骨子の全体像

国際競争力のある制度の構築
•税制
•行政サービスの英語対応や手続き簡素化
•在留資格の緩和
•ワンストップ支援体制の構築
快適なビジネス環境の提供
•付加価値の高いオフィス環境の確保
•英語対応専門の士業の確保
•資産運用業やフィンテックを支える地元の高度人材の創出
•福岡空港の国際路線の機能強化
快適な生活環境の提供
•高度人材(外国人)に対応したレジデンスの確保
•インターナショナルスクールの充実
•英語対応による生活サポートの充実
プロモーション活動の推進
•ネットワーク等を活用した誘致プロモーション活動

（出所）TEAM FUKUOKAの資料を基に日本総合研究所作成

〈図表3〉TEAM FUKUOKAの「対応すべき課題」
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で
順
位
を
上
げ
た
も
の
の
、
足
元
で
は
46

位
と
、
他
国
の
第
2
、
第
3
の
金
融
都
市

に
及
ば
ず
、
福
岡
は
評
価
対
象
に
も
な
っ

て
い
な
い
。

　

今
後
、
わ
が
国
の
政
府
・
各
地
方
自
治

体
は
、
現
在
検
討
中
の
施
策
の
実
施
だ
け

で
国
際
金
融
都
市
と
し
て
の
競
争
力
を
確

保
で
き
る
の
か
を
検
証
し
、
自
身
が
取
り

組
む
分
野
に
お
い
て
先
行
す
る
海
外
都
市

の
事
例
を
踏
ま
え
て
、
追
加
的
な
施
策
も

検
討
す
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。
今
後
検

討
す
べ
き
具
体
的
な
施
策
と
し
て
は
、
競

争
力
の
あ
る
「
グ
リ
ー
ン
国
際
金
融
セ
ン

タ
ー
」
を
構
築
す
る
こ
と
と
、
タ
ー
ゲ
ッ

ト
を
絞
っ
た
「
金
融
特
区
」
を
設
置
す
る

こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

　

グ
リ
ー

ン
国
際
金

融
セ
ン
タ

ー
は
、
サ

ス
テ
ナ
ブ

ル
債
券
の

情
報
プ
ラ

ッ
ト
フ
ォ

ー
ム
の
創

設
を
中
心

的
な
施
策

と
し
て
、

10
年
代
に

欧
州
先
進
国
で
、
20
年
代
に
入
る
と
ア
ジ

ア
に
お
い
て
構
築
さ
れ
て
い
る
。
よ
り
具

体
的
に
は
、
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
専
門
の
情

報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
世
界
で
初
め
て

創
設
し
、
官
民
共
同
の
認
証
機
関
も
設
置

し
て
い
る
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
や
、
そ
の
ル

ク
セ
ン
ブ
ル
ク
を
追
う
形
で
情
報
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
を
創
設
し
、
取
り
扱
い
債
券

を
多
様
化
さ
せ
て
い
る
ロ
ン
ド
ン
で
あ
る
。

ア
ジ
ア
で
は
、
中
国
国
営
銀
行
等
の
特
定

機
関
が
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
債
券
を
発
行
し
て

市
場
拡
大
を
牽け

ん

引い
ん

す
る
香
港
と
、
補
助
金

制
度
を
新
設
し
て
市
場
活
性
化
に
取
り
組

む
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

日
本
で
は
、
政
府
や
東
京
都
、
地
方
自

治
体
で
そ
れ
ぞ
れ
が
グ
リ
ー
ン
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
、
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
に

つ
い
て
議
論
し
、
補
助
金
制
度
等
の
新
た

な
施
策
も
導
入
さ
れ
て
い
る
。
も
っ
と
も
、

海
外
の
グ
リ
ー
ン
国
際
金
融
セ
ン
タ
ー
と

比
較
す
る
と
い
ま
だ
後
れ
を
取
っ
て
お
り
、

今
後
は
他
都
市
よ
り
も
効
果
的
な
施
策
を

導
入
す
る
必
要
が
あ
る
。
具
体
的
に
は
①

ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン
ド
（
社
会
貢
献
債
）
等

も
含
め
た
幅
広
い
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
債
券
全

般
を
取
り
扱
う
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

の
創
設
②
発
行
体
の
国
籍
・
業
種
の
多
様

化
③
政
府
関
与
の
信
頼
性
の
高
い
認
証
枠

組
み
の
整
備
④
ア
ジ
ア
の
都
市
と
同
等
以

上
の
補
助
金
制
度
─
に
つ
い
て
検
討
す
べ

き
で
あ
る
。

　

ま
た
、
金
融
特
区
は
、
金
融
機
関
に
対

す
る
規
制
緩
和
や
税
制
優
遇
と
い
っ
た
施

策
を
中
心
に
、
ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦

（
U
A
E
）
の
ド
バ
イ
が
04
年
、
中
国
の

深
圳
・
前
海
地
区
が
12
年
、
イ
ン
ド
の
グ

ジ
ャ
ラ
ー
ト
州
・
ガ
ン
デ
ィ
ー
ナ
ガ
ル
が

15
年
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
ア
ス
タ
ナ
（
現

ヌ
ル
ス
ル
タ
ン
）
が
18
年
に
設
置
し
て
お

り
、
金
融
ハ
ブ
と
し
て
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
向

上
や
、
将
来
の
期
待
値
の
高
ま
り
な
ど
、

一
定
の
成
果
を
実
現
し
て
い
る
。
都
市
別

の
特
徴
を
挙
げ
れ
ば
、
ド
バ
イ
は
早
期
に

欧
米
金
融
機
関
の
進
出
し
や
す
い
環
境
を

整
備
し
、
深
圳
・
前
海
地
区
は
香
港
と
一

体
化
し
た
発
展
を
優
先
し
て
い
る
（
図
表

5
）。
ま
た
、
グ
ジ
ャ
ラ
ー
ト
州
・
ガ
ン

デ
ィ
ー
ナ
ガ
ル
は
、
I
T
関
連
業
と
金
融

業
の
双
方
の
発
展
に
注
力
し
、
ヌ
ル
ス
ル

タ
ン
は
法
人
税
・
所
得
税
等
に
お
け
る
、

超
長
期
か
つ
大
幅
な
減
免
な
ど
の
大
胆
な

制
度
を
導
入
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
都
市
の
例
を
参
考
に
す
る
と
、

日
本
に
お
い
て
金
融
特
区
を
設
置
す
る
場

合
に
は
、
ま
ず
、
東
京
以
外
の
都
市
が
東

京
の
成
長
力
を
取
り
込
む
施
策
が
考
え
ら

れ
る
。
例
え
ば
、
都
が
十
分
取
り
組
ん
で

い
な
い
金
融
ビ
ジ
ネ
ス
を
、
東
京
に
進
出

す
る
外
資
系
金
融
機
関
に
対
し
て
提
案
す

る
と
い
っ
た
形
で
あ
る
。
ま
た
、
各
地
方

自
治
体
が
、
地
域
に
強
み
が
あ
る
産
業
を

金
融
業
と
共
に
成
長
さ
せ
、
相
乗
効
果
で

地
域
産
業
全
体
の
発
展
を
促
す
施
策
や
①

在
留
資
格
に
係
る
ポ
イ
ン
ト
制
で
さ
ら
な

る
特
別
加
算
を
導
入
す
る
②
税
制
優
遇
は

対
象
を
限
定
し
た
上
で
、
時
限
措
置
お
よ

び
事
後
検
証
を
条
件
と
す
る
─
と
い
っ
た

優
遇
措
置
も
有
効
で
あ
ろ
う
。

終
わ
り
に

　

東
京
都
、
そ
し
て
地
方
自
治
体
が
国
際

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16

ニューヨーク
東京
シンガポール
北京

ロンドン
香港
上海

2017 2018 2019 2020 2021 （年）

（位）

（出所）Z/Yen Groupの資料を基に日本総合研究所作成

〈図表4〉国際金融センター指数

地域
優遇措置の内容

深圳・
前海地区

香港と一体化
（距離:約20km）

重点産業
（６産業）
のうちの１つ

ドバイ 近隣になし 最優先産業 法人税減免（50年間）

グジャラート・
ガンディー
ナガル

IT関連業と
共に重点
産業の１つ

ヌルスルタン 最優先産業近隣になし

近隣になし

主要国際
金融都市
との関係性

金融業と
他産業との
関係性 規制緩和

－

税制優遇

外資出資可能比率緩和、
就労許可・在留資格上の
措置（長期間の査証）

在留資格上の措置（長期
査証）、就業許可取得義務
の免除（高度外国人人材）

法人税/個人所得税/固
定資産税/利子配当税の
減免（全て2066年まで）

法人税（10年間）/利子
配当税/譲渡益等に係る
税金の減免

就業証取得義務の免除
（香港等居住者）

個人所得税減免（高度
外国人人材）

（出所）各種情報を基に日本総合研究所作成

〈図表5〉海外都市の金融特区における特徴比較
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金
融
都
市
を
目
指
し
て
各
種
施
策
の
導
入

や
、
戦
略
策
定
に
力
を
入
れ
て
い
る
こ
と

は
、
わ
が
国
金
融
業
界
と
し
て
も
歓
迎
す

べ
き
動
き
と
言
え
る
。
も
っ
と
も
、
80
年

代
か
ら
挑
み
続
け
な
が
ら
も
実
現
に
至
っ

て
い
な
い
事
実
や
、
ア
ジ
ア
の
都
市
が
台

頭
し
て
い
る
現
状
を
踏
ま
え
る
と
、
現
在

取
り
組
ん
で
い
る
施
策
だ
け
で
は
心
も
と

な
い
の
が
実
情
で
あ
る
。

　

一
方
、
最
近
の
動
き
と
し
て
、
岸
田
政

権
で
新
設
さ
れ
た
経
済
安
全
保
障
担
当
相

の
小
林
鷹
之
氏
は
、
世
界
が
日
本
を
必
要

と
す
る
分
野
を
戦
略
的
に
拡
大
し
て
い
く

と
い
う
「
戦
略
的
不
可
欠
性
」
の
観
点
か

ら
、
海
外
の
投
資
マ
ネ
ー
を
呼
び
込
む
国

際
金
融
セ
ン
タ
ー
の
実
現
を
重
要
施
策
と

し
て
指
摘
す
る
な
ど
、
わ
が
国
に
と
っ
て

の
国
際
金
融
都
市
の
重
要
性
は
ま
す
ま
す

高
ま
っ
て
い
る
。

　

今
後
は
、
各
都
市
が
、
今
回
例
示
し
た

グ
リ
ー
ン
国
際
金
融
セ
ン
タ
ー
の
構
築
や

金
融
特
区
の
設
定
と
い
っ
た
実
効
性
の
あ

る
施
策
に
取
り
組
み
つ
つ
、
連
携
を
強
化

し
て
相
互
補
完
関
係
を
構
築
す
る
と
と
も

に
、
政
府
が
、
国
策
と
し
て
国
際
金
融
に

お
け
る
わ
が
国
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
拡
大
を
推

進
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
ろ
う
。


